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第 47 期 決 算 公 告 
 

東京都中央区築地三丁目 9番 9号 

株式会社ＪＡＬエービーシー 

代表取締役 中村 誠詞 
 

貸 借 対 照 表 

 

(2024年 3月 31日現在)   （単位：千円） 

科    目 金  額 科    目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 581,470 流 動 負 債 946,782 

  現 金 及 び 預 金 77,597   営 業 未 払 金 332,722 

  統 括 会 社 預 け 金 101,930   短 期 借 入 金 468,162 

  営 業 未 収 入 金 343,365   未 払 金 10,236 

  商 品 15,032   未 払 費 用 92,749 

  貯 蔵 品 2,829   未 払 法 人 税 等 6,840 

  前 払 費 用 33,422   未 払 消 費 税 等 28,187 

  未 収 入 金 2,086   預 り 金 6,617 

  社 員 短 期 貸 付 金 1,839   そ の 他 1,265 

  そ の 他 3,407 固 定 負 債 26 

  貸 倒 引 当 金 △40   そ の 他 26 

固 定 資 産 530,144 負 債 合 計 946,809 

 有 形 固 定 資 産 47,902 （純資産の部）  

  建 物 221,900 株 主 資 本 164,805 

  構 築 物 14,930  資 本 金 100,000 

  車 両 運 搬 具 4,925  利 益 剰 余 金 64,805 

  工 具 器 具 備 品 205,714   利 益 準 備 金 30,000 

  減 価 償 却 累 計 額 △399,569   そ の 他 利 益 剰 余 金 34,805 

 無 形 固 定 資 産 59,733    繰 越 利 益 剰 余 金 34,805 

  の れ ん 10,000    (うち当期純利益） (19,913） 

  ソ フ ト ウ ェ ア 49,733 純 資 産 合 計 164,805 

 投 資 等 そ の 他 の 資 産 422,509     

  敷金及び差入保証金 126,670     

  前 払 年 金 費 用 102,830     

  長 期 前 払 費 用 687     

  社 員 長 期 貸 付 金 8,600     

  長期繰延税金資産 183,719     

資 産 合 計 1,111,614 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,111,614 
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法  

① 商品及び貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

       定率法を採用しております。 

  ただし 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法

を採用しております。 

② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。なお、耐用年数は次の通りであります。 

         自社利用のソフトウェア 5年 

         のれん         20年 

 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

② 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産見

込額に基づき計上しております。退職給付引当金および退職給付費用の計算については、

直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。なお、当事業年度末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を

超過しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。 

 

（４）収益および費用の計上基準 

当社は、主に「宅配事業」、「モバイル事業」、「役務事業」および「手荷物事業」を営ん

でおります。これらの事業から生じる収益は、顧客との契約に基づき次の通り認識してお

ります。 

①宅配事業 

主に空港発着の宅配サービスを提供しており、当該宅配の目的物である荷物の引き

渡し時点で収益を認識しております。 

②モバイル事業 

主に国内・海外向けの WiFiおよび携帯電話機の貸出サービスを提供しており、当該

サービスの提供完了時に収益を認識しております。 

③役務事業 

主に成田空港において、日本航空株式会社からの受託契約に基づく役務を提供して

おり、定額部分については契約期間にわたり、従量部分については当該役務の提供完

了時に収益を認識しております。 
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④手荷物事業 

主に空港での手荷物預かりサービスを提供しており、当該サービスの提供完了時に

収益を認識しております。 

 

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

以上 


